
ウ　あっせん基準

権利を取得させる
べき者

面積要件

あっせん証明 農業委員会への報告 農
業
委
員
会

あっせんの打切り

①不適正事実の無い場合

②不適正事実の有る場合

①当事者からの申請
②農業委員会による契約
とあっせん調書との照合
による再チェック
③あっせん証明書の交付
④事前契約等の不適正事
実が判明したときは証明
書の交付を取り消す

あっせん台帳への綴込

（完全打切り）

県知事への報告
県知事による実態調査、是正指導
県知事による地方農政局への報告

あっせんの申出者
への通知

あっせん委員の指名・当事者への通知 ⌒
再
あ
っ
せ
ん
‿

あっせん委員によるあっせん

あっせん調書 （あっせん成立） 　（あっせん打切り） あっせん顛末書

あっせんを行わない

あっせん譲受等候補者名簿

③あっせん基準によるチェック 名簿搭載の申出、農業委員の日常
活動による把握等により作成

農
業
委
員
会

選　定　調　書　の　作　成

①事前契約等の不適正事実の有無の確認

②相手方の選定

無 有

　農地等の所有者等からあっせんを受けたい旨の申し出でを受け、農業委員会に指名された２名の農業
委員があっせんを行う。

所有者等からの申し出
（売渡し、貸付け、交換）

申
出
書

事前契約等の不適正事実のない
旨の誓約つき

農地移動適正化あっせん事業の概要

ア　趣旨等

　　農地保有の合理化を推進するため、農業委員会が農業振興地域内の農用地について権利移動のあっ
せんを行う事業。本事業で所有権移転した場合、譲渡所得税の課税対象から800万円まで控除される。

イ　事業内容

あっせん順位

農業を営む者、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体

取得後の経営面積と平均経営規模拡大目標面積との格差が小さい者を優先する。

取得後の経営面積が基準面積を越えること。

 


